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帝国主義研究にふ、ける若干の問題点

仁士，

EEl 森 度 児

マルクス経済学の発展におけるその画期的業績と，とりわけ今世紀における

世界史の転回に対する決定的貢献にもかかわらず，それが，当時のさしせま

る情勢のなかで，緊急な政治的課題に促迫されて，しかも，極めて制限され

た合法出版のわくに拘束されて出されたものであるため 3 さしものレーニン

の「帝国主義」にあっても，部分的な点では，理論的整備補強が今日におい

て果されねばならない点が全くないとはいえない。

とくに， 20世紀後半にすむわれわれが，すでに二度にわたる世界大戦を経

ての社会主義世界の発生と，旧植民地体制の崩壊のなかで，少なからぬ変ぼ

うをとげた現代資本主義に接し，そのなかに発生する，政治的軍事的等の諸

事態を知ろうとするとき，もちろん，位界史上全く新たに登場した，諸側面

の解明が必要なことはいうまでもないが，まさにそのような諸側面の正しい

j界明のためにも，いまなお現代資本主義の基底にある独占資本主義=帝国主

義について，一層理論的に整備された理解をもつことは，ますます重要にな

りつつあるといっても過言でなかろう。

むろん，一言にレーニンによって基本的に明らかにされた帝国主義論の部

分的補強なり整備といっても，かんじんのどこをどのように補強すべぎかと

いった問題には簡単に答えられるものではない。だが，少くとも今日におけ

る帝国主義研究は，多かれ少かれ， レーニン帝国主義論の ζのような補強繋

備を，少くとも主観的lこは目ざしているのであり，逆lこそうした諸々の帝国
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主義研究にあらわれた諸論議を通して，われわれはレーニンの帝国主義論に

おいて完全には叙述しつくされていない点をいくつか指摘することができる

のである。

たとえば，その帝国主義論にあらわれてくる基本的範鴎聞の関連の完全に

論理的に整備された説明の不足も乙のような補強整備されるべき点のーっと

して指摘できょう。

この点で仮に具体的な一例をあげるとすれば， レーニンが，帝国主義論の

冒頭の第一章にかがける i生産の集積と独占体」と，第二主主の「銀行の新

しい役割」あるいは第三主主に展開される「参与制や株式会社制度」との関連

が如何なるものなのかが，帝国主義論の叙述だけからは必ずしも完全に理解

しきれないという問題が指摘されうる。

もちろん，時折誤って理解されるように，乙乙にあげた三つの項は，レ一

二ンにおいて決してたんに羅列されているのでなく，明らかに i生産の集

積と独占体」ぞ基礎範!曜とする一つの系統だった論理的関連のもとに配置さ

れているのである O 乙の点、は，たとえばかの著名な「生産の集積，そ ζから

成長じてくる独占休，銀行と産業との融合あるいは癒着一一乙れが金融資本

の発生史であり，金融資本の概念の内容である」りという一文にも現われて

おり，また何よりも，まず第ーに把握されるべきものとして，生産の集積と

独占体をまさに冒頭にかがけているとと自体にも充分にあらわれているとい

えよう。さらにまた，参与制と株式会社制に関しては iさて，乙んどは資

本主義31¥占体の「支配」が，商品生産と私的所有という一般的環境のもとで，

どのようにして不可避的に金融寡頭制の支配になるかという記述にうつらね

ばならないJ)と一旦問題を提起した上でラこれに答える形で，ついで， iも

っとも主要なものとみなされなければならないものは，すでにまえにす乙し

述べた「参与制度」である」めとしている乙とからも知られる通り，独占体

の支配の完成としての金融寡頭市jをもたらす損杵としての参与制(株式会社

制)をも語っているのであり，決して岩田弘氏などのいうように 4)他の諸

範時ーとりわけ独占との内在的関連を明らかにせずたんに並列的に株式会社



告国主義研究における若干の問題点宮森

制の実態にふれたわけではないのである。

31 (311) 

だが，それにしても，諸範鴎の相互関連にふれるレーニンの記述は，あま

りにも簡潔であり，そのために，諸範鴎聞の内在的関連をわれわれがレーニ

ンだけに依拠して理論的に認識するには，かなりの困難がさけられず，それ

がまた，さまざまのバラエテイをともなう帝国主義論の理解をもたらす乙と

になったということも出3l~なくはない。持

したがって，このような点を如何に理論的に補強整備していくかは，やは

り今日の帝国主義研究の一つのポイントであるとすることはあながち的はず

れであるとはいい切れない。

*よく指摘される点であるが，たとえば第二章銀行の新しい役割の冒頭でレーニンは，

「銀行業務の発展と少数の銀行への銀行業務の集積とに応じて，銀行は，仲介者とい

うひかえめな役割jから成長転化して，すべての資本家と小経営主の貨付資本のほとん

どすべてと，その国や幾多の国の生産手段および原t，，!資源、の大部分とを自由にするJ5)

とのべているが，乙乙lとは明らかに銀行それ自体に内在する，いわば生産過程からは

なれた自立性によって事態が発展していくという風に誤解される余地がある。

3iJ二に，レーニン帝国主義論を，われわれが事実としての資本主義の認識

において，どのような位置における理論的手段とすべきか，とりわけマルク

スの資本論と帝国主義論をどのように結合して使っていくべきかという問題

があるが，これについてもレーニン自身はど乙においても明白には答えきっ

ていないので，今日における乙の点に関するいわばはてしない論議をよぶ理

由となっている点を指摘しておかねばなるまい。

もっとも，乙の点についても，いわばはじめから当然に明らかな乙とはな

いわけでない。

たとえば，帝国主義段階に手.っても，それが悲本的l乙資本主義であること

に変りはなし従って，資本主義にとっての一般的な法則性に関わるべき資

本論は当然に対象認識における根底的な理論的武器とされねばならない乙と

は誰しも否定しえない。

だが，このようにいうことはいとたやすくとも，それでは，資本主義にと
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つての一般的法則性一ーたとえば価値法則や恐慌ーーは帝国主義段階になっ

てどのように貫徹するのか，あるいは 9 帝国主義戦争は，もっぱら帝国主義

段階に特殊な諸法則に関連するのか，それともこ ζにも資本主義一般に関わ

る諸法則の関連があるのか，総じて帝国主義論と資本論の論理次元は異るの

か，異るとすれば，それはどのようないみに於て異るのか，といった問題に

完全に答えることはやはり至難のことであり，しかも，レーニンその他の古

典にもっぱら依拠して乙れらをはっきりさせることが出来ないだけに，当然

l乙新たな学問的努力がこの関連で要求されざるをえないのである。

もっとも I帝国主義論」の補強整備とか，新たな学問的努力といっても，

それがなされることによって必ずや「帝国主義論jの理論的水準が引き上げ

られるとは限らない。ややもすると，前者の場合には 3 補強整備の名による

「帝国主義論」の悪しき修正となり，後者の場合には y もっぱら資本論から

の論理的延長を重視するあまり，帝国主義に独自な論理次元をも実質的には

否定してしまうマルクス教条主義への偏向の危険性なしとはいい切れない。

だが，乙うした危険性が，われわれの進むべき道には存在するとはいえ，

われわれはなお前に進まないわけにはいかない。そして，いくらかでも，過

去におかされたこの種の偏向を批判的に克服する乙とによって，一歩でも進

展した帝国主義論研究の礎石を極力のこしていく努力をしないわけにはいか

ない。

1) レーニン「帝国主義」レーニン全集(大月番庖)22巻(以下，たんに「帝国主義

」とする)260頁。

2) I帝国主義J260頁。

3) 同上 261頁。

4) 岩田弘著 Iマルクス経済学」上盛岡書居71頁によれば， G Iミ生産の集積、

が資本主義的生産にもたらす矛盾がこの第一葦で追及されていないということは，

だいだいそれでわかったが，そ ζから具体的にはどういう欠陥が第一章に生じてい

るのかJ0 I最大の問題(立、独占の発生ミにたいする資本の株式資本化の意義が見

失われているととだ。」とされている。

ラ) I帝国主義J241貰。
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(1) 周知の通り，宇野経済学は，経済学の方法論全般にわたって，一つのユ

ニークな主張を行ったのだが，同時にそれは，かかる方法論との関係で，独

自の帝国主義論の展開をもともなうこととなった。そして，そ乙lとは，当然，

宇野氏なりのレーニン批判がラその帝国主義論展開のいま一つの契機となっ

ていた乙ともまた明白であるといってよいだろう。

ところで，かかる宇野帝国主義論については，従来それが原理的法則性を

否定した類型論乃至タイプ論である点が，もっぱら批判の対象とされがちで

あった乙とも既に周知の通りである。そして，たしかに，その類型論的方法

には，それなりに根底的な問題があることも否定できないとわれわれも考え

ている。

だが，乙うした方法論的次元での宇野帝国主義論批判が多い反面，氏の帝

国主義論自体の内在的批判は，宇野批判者によって，なおわずかにしか行わ

れていないことには，やはり，一つの問題があるとしないわけにはいかない

だろう。

なんとなれば，第ーに，宇野氏自身，たしかに帝国主義論における原理的

法則性の否定に関しては明示的に述べているが 6)決して原理的でない法則

性そのものの存在を積極的に否定する主張は行なっていない乙と，第二i乙，

仮に如何にタイプ論l乙徹したものであっても，帝国主義についての一定の一

般理論の，少くとも方向のようなものをもつことなしには，タイプ論のよう

なものさえもが不可能な乙と，したがって，仮に一方で，帝国主義論のあら

ゆる法則的解明に対する，消fAE的極度が少くともありながらも，字野氏自身

一つの帝国主義に関する一般的理解の方向を示さざるをえなかったのであり，

それ故宇野帝国主義論を論ずる場合，かかる氏の帝国主義論の内部を通らな

いわけにはいかないと思われるからである。とりわけ，第二の点について更

にいえば，宇野帝国主義論における周知の類型把握において，所謂積極型ド

イツと消極型イギリスという規定が与えられるが，乙乙でいわれる積極型と
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し、う乙と l乙は， 一応一つの典型性の;仔在という理解が明らかにあるのであり，

そのような典型性の理解は， それなりの帝国主義に関する一般理論の方向性

なしには生れて ζないものであることが強調されておく必要があろう。

ところで，実をいうと，われわれは，宇野氏自身の主著 E経済政策諭ミ の

なかで，氏の明らかな方向性をもった一つの帝国主義論の理論的展開のある

乙とをすでに知っている。

ょっ-C，われわれも進んでこれをとりあげる乙とによって，宇野帝国主義

論の一歩進んだ内在的検討を試みることが出来るといえよう。

そこで，以下，われわれは，上記のと経済政策論ミ 第三篇帝国主義の第

一主主，嫡熟期の資本主義(同書129頁~165頁) ~こもられた，宇野氏の帝国主

義論をやや詳細にあたり， そこでの問題点を検討することにしたい。

(2) まず， この「経済政策論」に記述されたものから判断する限り，宇野帝

国主義論の最大にして， もっとも基本的な特徴は，何よりも， それが，生産

の集積や独占でなく， もっぱら「産業株式会社制」と金融資本をもって帝国

主義論の基底範鴎としていることにつくされるといってよいだろう。

すなわち，宇野氏自身の表現によれば，次の如くである。

「かくてイギリス資本主義に対抗してあらわれたドイツの資本主義は，巳

l乙，最初から後に70年代以後資本主義の世界史的発展に特殊の段階を劃する

ものをもっていた。それは資本主義の発生，成長の過程を株式会社形成によ
・・・・・・・@・・・・・・・・.e・・・

って軽工業ばかりでなく，重工業も資本王義的に発展せしめると同時に，

銀行をしてその発展を直接的に援助せしめつつ実現するというものであっ

た。 J7) (傍点筆者)

「帝国主義時代は，株式会社形成による，最初から資本家社会的l乙集中さ

れた資本をもって，比絞的大規棋なる固定施設をもった鉄工業等の重工業と

してあらわれた所説金融資本によってその基礎を与えられるJ8) (傍点筆者)

ところで， 乙のように，いわば帝国主義理解における基礎範障ともいうべ

き産業株式会社形式とそれによる金融資本は，宇野氏によれば， そもそも次

の二つの契機によってその発生の必然性の如きものが組定されることになる。
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すなわち，第ーに I資本主義の発展lこ新たなる段階を劃するまず第ー

にあげられるべき要因といってよいJ9)固定資本の巨大化が，鉄工業の発展

を中心とする重工業の発展によってあらわれ，乙れが巨額の資金を要するた

め I拡張が容易に行われJ10)ず，反対に「一旦拡張されるとその生産額は

一躍増進しJ11)，ために「不況期の需要減退l乙対しては，好況期にその需要

の増加に対して供給の不足をなしたのと反対に，供給の過剰を続けざるをえ

ずJ，結局「それはいずれも個々の資本にはたええない過度の行き過ぎを絵犠

なくされる」均乙と，したがって「不況期における資本の集中の過程が，特

に固定資本の巨大化を伴う産業において顕著に行われるということになJ13) 

(傍点筆者)り，いわばそのような集中の促進手段として，株式会社形成の

普及が必然化する乙と。

および，第こには I固定資本の巨大化は，資本にとって当然に要請せら

れる自由競一宇・が迫加資本の投資や資金の融通によって調節せられ，補充され

つつ実現されるという乙とを益々困難ならしめ」叫しかもかくて生じた「資

本主義発展の不均等化をなんらかの他の方法をもって回避せざるをえなく

な」同り，乙れに対しでも I株式会社制度の産業企業への普及は，まさに

この新しい途を拓くものに外ならなかったJ16)という限りで，ととに産業株

式会社普及へのいま一つの契機が認められる乙ととなったのである。

以上のようにしてその発生の契機が与えられる株式会社形式は，宇野氏に

よれば，さきに示したように，I資本主義の新たなる段階としての金融資本の

形成にその基本的規定を与えたJ町(傍点筆者)わけだが，再度との点を，株

式会社の機能についてふれた~~・二章第二節のはじめに念をいれて確認した上

で，氏は，その機能を基本的に次のよいなものとして把握される。すなわち，

「社会的に蓄積された資金から，事業の経営l乙必要な任意の怒!の資本を調

達するという資本主義社会に特有な資本家社会的なる機構を一般的に確立す

るのであるJ18)と。

ところで，このような株式会社の機能は，氏によれば，株式会社の資本が

その「払込と同時に二重の存在を与えられる」こと，とりわけ I一般の産
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業資本と同様にG-P…W'-G'の循環運動をくりかえす」均ものとしての

第ーの機能のほかに I現実的資本の運動とは全く別個に商品として売買せ

られるJ町第二の機能によって I株式資本家にとっては，所有する資金を

そのまま資本として，しかも多くの場合より多くの資金として何時でも回収

できる形で投資しうることになるJ21)故「またそれは株式会社にとっては，

その事業に要する資本を個人的蓄積によって制限せられる乙となく，いわば

社会的に蓄積せられた資本をその必要に応じて集中して資本化しうるJ均乙

とにつながり，かくて上記のようなi株式会社にとっての基本的機能を可能と

するに至るというのである。もちろん，乙れと同時に，資本の商品化によっ

て「株式会社の資本の所有は，かくして屡々非常に異った利害関係をもっ二

種類の資本家をっくり出す。一方は会社事業の運営に直接あたる資本家であ

り3 他方は単にその利益の配当を目的とする資本家であるJ明。そしてこの

乙とによって I単なる資金の貸付と変らないような，しかし大体において

は利子以上の配当を予想せられると共に，時には利子もえられないような危

険を含む投資として，これを委嘱する乙とになる」叫大量の一般株主が存在

するに至り，これが，さきのような株式会社の機能にとっての決定的な契機

となるとされている乙とはいうまでもない。

さて，以上において宇野氏によれば，帝国主義の基礎範鵡ともいうべき株

式会社形式の発生の必然性とその機能に閲する宇野氏の基本的見解を紹介し

たが，進んで宇野氏が「銀行の新しい役割」が 3 まさしく株式会社の産業へ

の普及を基軸としてもたらされてくる乙と，しかもこの銀行の役割によって，

カルテノレ形成が推進されるという宇野氏の主張をみるとき，さらにまた，支

配集中の手段たる株式会社についての宇野氏の議論の展開を追っていけば，

いよいよもって，株式会社形成こそが，帝国主義の経済的本質をめぐる一切

の中心に位置づけられている乙とがますます明白となるといわねばならい。

紙巾の関係もある故，その辺の氏の論点のすべてを紹介することはさしひ

かえ，最後に，乙の問題での，いわばさわりともいえる部分を前掲古:内から

ひろってと乙に紹介しておこう。
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「株式会社の資本の上述したような性質は，株式会社の形式をとる，特に

巨大なる事業に対する銀行の1)8係に主要な変化をもたらさずにはいかなかっ

た」

「株式取引所を中心とする証券市場の発展は，かくして銀行を中心とする

資金の市場としての所謂貨幣市場を基礎としながら資本の市場を形成すると

とになるJ25) 

n北式の払込や配当の支払等株式会社l乙特有な出納事務をも委託される。
株式会社と銀行との関係は，かくして個人企業の場合と異ったいわば客観的

な根拠によって，量的に拡大されつつ，質的に近親性をもったものとして発

展して来る」均

I (発行業務)においては，単なる資金融通の{中介者7こるに留らないで，

創業利得をもうる乙とになるので(銀行の)資木額は非常に大きくもなる

し，またならざをえなくなる。 J27) 

「新会社の設立にあたって行う仲介も，将来の取引関係にも影響するとと

であって，単なる一時的なる利殖を目的とするものに留まるわけにはゆかな

い。銀行は漸次に特定の事業会社と特殊の永品完関係をもつものとして，かか

る業務にあたる ζ とになるJ.28) 

「銀行は，直接会社閣の競争を排除するカ jレテノレの形成を推進するととに

もなる。銀行にとって自己の特殊な関係をもっ会社が互に競争する乙とは，

いずれが勝ち残るにしても不利益になるととはいうまでもないJ29) 

「己lζ述べたように元々こういう銀行の役割自身が，産業における，殊に

巨大なる固定質本を擁する重工業における株式制度の発展によってその基礎

が与えられたJ30) 

「株式会社制度の普及は，個々の会社の規模の拡大を伴うのであって，非

常に多数の株主を擁することになり，その面からも一般株主と大株主との分

化は当然に強化されるのであるが，さらにまたその傾向は，進んで株式会社

による他の株式会社の株式の所有による二重三重の機構を展開し，終lとは多

くの会主1:の株式を所有し支配するための株式会社をさえ生じ，この分化傾向
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を組織化されて来る」町

「株式会社の株式会社という株式会社形成の二重，三重の構造は，産業企

業が単に株式会社形成をとるという場合より一層その文配権を集中すると共

に，その支配の内容を金融的にせずにおかないJ32) 

要するに，産業株式会社形成の普及こそが，産業と銀行の特殊な接近をも

たらす決定的な契機となるばかりか，銀行資本の異常な増大も，カノレテノレ形

成も，また支配集中の増大もすべからくかかる株式会社制を基軸としている

という，氏の株式会社中心主義的帝国主義論の展開が，乙れらの引用文によ

っていまや全く明らかであるといってよかろう。

(3) 以上，われわれは，やや冗長にわたると思われるほどに，宇野氏の帝国

主義論の核心部分について紹介してきた。勢また，ある程度宇野氏の叙述の

せいで，一二の箇所を紹介するだけでは宇野氏の議論の特徴をいいつくせな

いため，また宇野氏の議論を不当に歪めているとする起りうるべき非難をあ

らかじめしりぞけるため，われわれは極力宇野氏の原文を数多く引用するこ

とによってこのことをはたしてきた。

*周知の通り，宇野氏は上で紹介("，た帝国主義の基礎に関する議論につづけた金融資

木の蓄積様式や乙の段階での恐慌の特徴について論じておられるが(前掲書，第三

篇第一章第三節)，いうまでもなしこれらの議論も宇野帝国主義論において重要

ないみをもっていると思われるが，それらの論議は実は，上に紹介したような，氏

の帝国主義の基本規定に対する理解に発しているのであり，ここでは，問題をもっ

とも核心的なところに限定するため，それらについての引用を割愛した。

とこで，われわれの次の問題は，おのづからかかる氏の帝国主義論の根本

的な難点がど乙にあるかという点に関する論議に一歩をすすめる乙ととな

るO そして，かかる論議の第一点として，まずはじめに，われわれは氏の帝

国主義論の株式会社中心主義的な構築それ自体というそのもっとも基本的な

特徴点に焦点をあてないわけにはいかない。

いうまでもなく，産業株式会社の広般な普及そのものは，事実として宇野

氏も指摘する如く，資本主義の帝国主義段階への移行とともにはじまったも



帝国主義研究における若干の問題点宮森 39 (319) 

のである。

したがって，このような産業株式会社の主工業を中心とした普及が，何ら

かのいみで帝国主義の特殊性に関わっている乙とは否定すべくもない。

だが，この点は宇野氏も，その表現において事実上認めておられるように，

所詮株式会社制なるものは，事態の形式的形態的側面をあらわすものにすぎ

ない。いいかえれば，問題の核心は，株式会社形成にあるのではなく，乙の

ような形態のなかで貫徹されるべき，何か他のより実質的なものといわねば

ならない。そして，このより実質的なものとそ，生産過程を決定的基盤とし

て運動している資本そのもののヲ帝国主義段階を劃する新たな特長としての

「独占」をおいて他にあるはずはない。

もっとも，より実質的乃至より本質的なものを独占とするとと自体は，レ

ーニンにも即した正統的な理解としてすでにくりかえし主張されてきている

点で何もとと新しいととではない。しかも，独占の本質性を指摘するのはい

とたやすいことながら，ではその独占とはそもそも何であるかという点を明

確にしない限り，そのような主張もたんなるお説教か教条であり，議論自体

が，そこでは死んでいるという他はない。その上われわれの課題はたんに独

占の何たるかを明確にするばかりでなく，さらにそのような独占の発生にま

つわる必然的諮関連を法則的におさえ，且株式会社形式をも含めて，帝国主

義時代の新しい諸事態一一戦争まん性不況等一ーとの内的関連をも一貫する

論理体系のなかで明快に説明する乙とでなければならない。

むろん，われわれは ζのような課題に対するわれわれの積極的追究をあく

までもさけるととはいさぎよしとせず，後段の章においては，われわれの積

極的議論をも展開することにしたい。そして，そのととによって宇野帝国主

義論の完全な批判的克服を期したい。

しかし，そのような批判の積極的完成は後段にゆだねざるをえないため，

ととでは，さしあたり，宇野氏の帝国主義論が，本質的なものに対して形式

的形態的なものを核心にすえ，そこから他の諸側面をひきだそうとしている

点に，根本的な欠かんがあること，しかもその限りで，これは氏がかの原理
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論梼をより抽象的ではあるが決して本質的でない商品形態を基WrJl1こすえて展

開し，且より本質的なものとしての資本賃労働関係についてはたんにこれを

開示するところで基本的には止るという所謂流通浸透視角によっていたとい

う乙ととつながるものであり，氏の形態至上主義的発想をいかんなく示すも

のであることを ζ 乙に強調するにとど、めたい。

*一般に，経済学者の問では，所謂，認識における上向の出発点としてのもっとも拙

象的なものと，対象自体に内在する対象の核心としてのもっとも本質的なものとを

混同する傾向が，少なからずあると考えられる。もちろん，たとえばもっとも抽象

的なものとしての価値についての理解を欠けば，本質的なものとしての資本の理解

もはたされえない。だが，だからといって，価値法則をもって3 資本一賃労働関係

をもヒまわる資本主義のより本質的な法則とするわけにはいかない。

なお，宇野原論の場合，価値法則の確立が資本の生産過程支配をぬきにしては説

明されえないとする，周知の主張があるが，これは，いわば抽象的なものの理解が，

より具体的なものの表章を欠いてははたしえないうことを，乙の問題で別種のかた

ちで表現したものとする限り，筆者としては，むしろ宇野理論の積極面をあらわす

と考えている。 ζの点，反対に宇野批判判者の多くが，価値論における資本表章の

意義をわすれ，もっぱら商品ー貨幣ー資本の一方的上向関係、のみを主張しているこ

とは，むしろ極めて問題があると思われる。

だが，そうした積極面があるにもかかわらず，宇野理論が，資本一賃労働関係を

も，れいの労働力商品化という乙とで，商品一般の関係に解消し労働力商品の

特殊性は，ただこれが資本の直接生産するところでないという点にのとされるのみ〕

生産過程をも流通過程で包摂するという流遁侵透視角にたっていることは，すでに

再三指摘されてきている通りであり，ここには，宇野原論の根底的欠かんが介在す

るとしないわけにはいかない。

この点については，本稿の主題を外れるため，詳論については，機会をあらため

ざるをえないが，さしあたり，以上の問題点だけは指摘しておきたい。

むろん，宇野氏がこのような形態至上主義的な帝国主義論を展開されなが

らも，われわれのいう本質的なものとしての独占について全くふれないでい

たわけではないことは，乙こで乙とわっておく必要があろう。

だが，やはりその点についても，氏がもっぱら株式会社を出発点に，それ

が銀行の新しい役割と存在に道をあけ，その銀行の主導によってカルテノレが

形成されるといういわば逆転的な論理のなかでわずかにふれておられるにす
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ぎないこと。しかもそのような方法のためにう独占そのものの把握も，もっ

ぱらカノレテjレによる資本の組織化といった点にわい小化されたとらえかたに

終っている乙とには注目を換起しておく必要があろう。

われわれが後段においてさらに詳説する如く，独占とは何よりも，自由競

争時代の資本とは異った，資本の運動の新しいあり方を示すものであり，そ

のようなものとして臨めて多様な現象を示すものである。いいかえれば，独

占とは，具休的には，市場，労働，排他的独占利潤の独占，植民地の独占，

原料の独占，さらには権力の独占という風に極めて多面的な関連で競争者を

時には経済外的手段を使って排除し支配しようとする資本の新たな運動性を

あらわすものである。したがってカルテノレなどは，結局乙のような独占資本

の運動を保障するための一つの形態にすぎぬものとされねばならない。よっ

て，宇野氏のような独占理解は，たんにわい小化であるだけでなく，それ自

体形態主義的であるとともに何よりも独占についての正しい動態的理解を欠

いたものとしなければならない。保

*前掲書の引用紹介を割愛した箇所で，宇野氏ば I正常な範聞に制限されれば，金

融資本はー闘の利益を代表しうるものであるかの如き幻想さえ生じてくる」として，

とのととから「帝国主義は経済的力をして直接政治的力に転化せしめる社会的基礎

を有しているものといってよいのである」としている(前掲害164頁)。

乙れは，金融資木の権力への接近を，もつばら，そのスケールの大きさの如きも

のによって，説明しようとしたものであり，独占資本が，その運動原J'ffiとして，権力

支配lとも向わざるをえないという本質についての理解を欠落させたものといえよう。

なお，はじめにふれた如く字野氏の場合も，さきにみた岩田氏の場合ほど

明快には宜明されていないとはいえ，たとえば次のようにいっておられる点

から判断する限り，やはりさきにみたような，レーニンの記述の不完備な点

(その第一点)の補強がその問題意識のなかにあったことは明らかである。

すなわち rそれ(株式会社の発展)は単なる商品生産と私的所有制との
一般的環境のもとで，生じたものとは理解しえないと思うのです。銀行と産

業との融合あるいは癒着も株式会社制度の産業企業における普及によっては

じめて実現されのであって?レーニンも実際上は株式会社制度の発展によっ
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て説きながらその点、を明確にはしていないのです」均と宇野氏自身指摘して

おられるからである。

だ、が，すでに示した点からいえば，とのような問題意識から出発されたに

せよ，結局は氏もレーニンの悪しき修正に終ったとするのはあながち云いす

ぎとはいえないだろう。

6)宇野弘蔵著「社会科学の根木問題J122頁。

7)宇野弘蔵著 「経済政策論」弘文堂 131頁。

8)同上 132頁。

9)向上 134頁。

10)同I二 135頁。

11)同と 135頁。

12)同上 135頁。

13)同と 137頁。

14)向上 138頁。

Iラ)向上 138頁。

16)向上 138頁。

17)同上 139頁。

18)同上 144頁。

19)向上 139頁。

20)同上 140頁。

21)向上 143頁。

22)同上 143頁。

23)同上 145頁。

24)同上 144頁。

25)向上 146頁。

26)向上 147頁。

27)向上 148頁。

28)同上 148頁。

29)向上 150頁。

30)同上 151頁。

31)同上 154頁。

32)同上 lラ7頁。

33)宇野弘蔵著「資本論」と社会主義 209頁。
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3 

対しては，元々 ら発しながらもやや巽る

ような展開に

しそれでいて

(1) に知られている刻lく

すよお他方では:r誌Ej童話参:ij言語免Jそのものは宇野理論から鈴木@岩田両氏に
うけつがれた視角であるJ3めといわれるほどに，ある意味では謀本において

なお立っている，後鈴木鴻一郎@岩間弘誌の側からも，

さまざまの批判が加えられている。

*かかる複雑tl，性格の放に， L.れらの:tlf1訟は，時として独特の方法論的混乱と論理矛

j部とす3-;いることに絞り，との点を遂に宇野経済学の fJE統j的な人たちがするど
く批判するに至っている。たとえば，降旗節獄、株式資浴施防法〉抱擦について、 ( 

降旗館経著「資本論体系o研究」潟水書活所収〉あるいは路氏

いての殺害ミ (北大経済学研究 16巻3号 1ヲ66.)等を参照されたい。

たとえば，岩田弘民は，その 「宇佐界資本主義j

本のなかで，上にわれわれが紹介した宇野段の「常国主義の経済的基礎をな

す金融資本の謀本的援定J (岩凶問書232頁〉に箆わって次のよう

わたる批判を加え，そのなかで独自

る。以下，まずζ の点について

ることにしよう O

iきものそ震関してい

し，その後においてこ

①ま ，せっかく おける器定資本の とい

切っ ながらも「宇野教授は毅初からし

したうえで，それにたいする震工業の対応関係を問題

にするJという F本質的な立ですでにいくつかの媛日米怠与をふくんだj方法に

たったため r根本きさにはそれく重工業における器定資本の巨大化〉が資本主
じて不況期の個別資本的

;こたえなくし，ぞれによっ

の設界内で解決する しめるjという点を援しくみず，も

つばら rtこんにそれ における関定資本の巨大化)が
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l乙応ずる「新設拡張の増減」を困難にする」とうことによって，固定資本の

新設拡張の好況末期における集中とその結果としての，重工業における不況

期の過剰生産の巨大さを誘導し，それによって株式会社化のー契機を認めよ

うと Lた。

だが，との点は岩田氏によれば，そもそも帝国主義の時期には，不況期の

過剰資本整理の不可能のため 1景気好転の内的動力を産業的蓄積過程から

喪失せしめJ，よって，好況への転換の動因が外的な投機を誘発する「金融

的諸関連に依存せしめざるをえない」ため 1重工業の新設拡張を好況末期

に集中せしめ」るととによるのであって，かかる契機を経て株式会社制によ

る集中が必然化する根因は，新設拡張の困難といった乙とでなく，まさに固

定資本の巨大化によって，生産力と生産関係の矛盾の資本主義内的解決ニ過

剰資本の整理が不可能となるところに求められねばならない。

また，株式会社を必然化するいま一つの契機としての利潤率の均等化の阻

害についても，かかる過剰資本の整理が不可能となり，それによって従来，

かかる「過程一既存資本と既存生産力の破壊，あらたな生産力によるその更

新，これにもとづく資本主義的産業部門の全面的な再編成の過程一ーにあっ

たはず」の利潤率均等化の「根本的過程」が阻害されるに至った点に求めら

れねばならない。 35)

② さらに岩田氏によれば，宇野氏は「株式資本の必然性を，重工業にお

けるミ資木集積のi曽大と固定資本の巨大化ミが止需要の増減とに応ずると新

設・拡張の増減ミを困難にするということから誘導的に説明された乙ととむ

すびついてJ， 1と株式会社制度は社会的に蓄積された資金正を集中して資

本化すると制度だという」いわば「現実資本に……社会的貨幣資本の形態が

擬制されるJ1探制的な関係を現実の関係ととりちがえるととろに成立す

'.{) J 1先入観におち入りJ，このことによって 1社会的に蓄積された資金

から，事業の経営に必要な任意の額の資本を調達するという資本主義社会に

特有な資本家社会的なる機構を一般的に確立する」という根本的に難点のあ

る株式会社の機態論をもつに至った。
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そして，こうした結論をひきだすために，宇野氏は，資本の二重化の一方

としての株式証券といういわばたんなる法形式にすぎぬものそれ自体の商品

化ということをあげた O

だが，岩田氏によれば rなによりもまず，たんなる法形式としての株式
会社制度をして，経済的形態規定としての株式資本たらしめるそれに特有の

経済的媒介関係の形成を， と重工業における固定資本の巨大イh が資本蓄積

過程のうえにもたらす変化を基礎にして明らかに」せねばならない。

そして，このような観点から，株式資本の経済的内容をみれば，それはほ

ぼ次のようなものとして考えられる。すなわち，

「固定資本の巨大化は，不況期の個別資本的な競争戦による過剰資本の根

本的整理一一既存生産力め破壊と更新にもとづく資本主義的生産関係の全面

的な再編成-ーを個々の資本にとってたえがたい負担に転化し，それによっ

て既存資本と既存生産力を破壊するかわりにそれを集中合併しつつ温存し，

不況期の個別資本的な競争戦をできるだけ田避する方向へと資本を追いやら

ざるをえないのであって，株式会社制度は，たんなる共同出資のための法形

式からそうした既存資本と既存生産力の集中合併のための手段に転化する乙

とにより，したがって貨幣市場に集積されていると社会的資金の集中とのた

めの手段ではなく，すでに生産過程に投下された産業的に固定されている現

実資本の集中のための手段に転化することにより，はじめて固定資本の巨大

化が資本蓄積過程のうえiに乙もたらす変化との閲辿lに乙おいて4特特J在-定の役剖をlに乙な

いうるものとなるからであるJ (筆者1~杭3先丸;;ι'\J点点点点点点、l

さらlに乙》かかるものとして株式資本の経済機能をとらえた乙とと関連し

て，たとえばかかる集中合併によって r社会的l乙名の知れた巨大会社」が
生れ，そのためにはじめて，当該証券の流通性が確保され，たしかに初会的

に蓄積された資金を集中動員することが可能になって後においても，巨大株

式会社の株式の「基幹部分は会社の設立者によって共同出資的にしたがって

~1d:会的とにではなく個別的に調達されねばならぬこと」が岩田氏によって

は強調されることになる。したがって，岩田氏によればまずこかかる巨大株式
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会社の資本の大部分はヒノレフアデイングによって示された如く，現実に「貨

幣資本の産業資本化」によってでなくJ，貨幣資本形態を利子率による

利まわりの還元によって)擬せられたといういみで， I産業資本の貨幣資本

化」として考えられるべきとなり Iそれゆえ， 正株式会社の機能ミは，あ

るいはより正確にいえば，産業資本の株式資本化の経済的内容は，たんに宇

野教授の想定されるいみでのミ支配集中の手段主として役立つという点にも

とめられるべきではなく，むしろそれが社会的貨幣資本の形態をもってする，

種々な生産過程に投下された現実資本の集中合併，整理統合の手段として役

立つという点にこそもとめられねばならない。かくて，株式資本とは，その

現実の内容に即して規定すれば，社会的貨幣資本の形態をもっていくつかの

資本家的生産過程を統括し，それによって己資本家的再生産過程とに独占的

な支配機構を確立する特殊な資本形態以外のなにものでもなしそしてまさ

にそれこそが，金融資本の本質的規定にほかならない」と結論づけられるに

至るのである。 36)

@ 上記二点，とりわけ②に示された点が，岩田氏らの宇野金融資本論批

判の主要点であるといってよい。だが，上記の論点、につながるものとしての

鈴木岩田派の対宇野批判にいま一つ次の点を付け加えて紹介しておく必要が

あろう。

すなわち，岩田氏によれば I貨幣市場と資本市場との機構的な関係Jを

綿密に検討すれば， (乙の部分の紹介は，本文中では省路した。詳細は岩田前

掲吉:参照) I資本市場を介して貨幣市場の社会的資金から供給される投資資

金の相対量がそれほと、大規模になりえぬことは最初から明白なはずである」

乙と，さらにまた「株式発行による投資資金調達の基幹部分は，会社の利害

関係者による共同出資的な払込みに依存する以外に」ないという，さきにわ

れわれも紹介した点も付加して考えれば，このことはますますはっきりする

乙と，且，それにもかかわらず，まさに ζのような「諸点が明確にされてい

ないため宇野教授にあっては，株式会社にたいする銀行の役割が過大に評価

される結果になっている」ということである。 37)
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(2) さて，上述のような，鈴木一岩田理論による宇野金融資本論批判は果し

て，本稿2節l乙われわれが示した宇野氏の論議の難点をいくぶんかでも克服

しているといってよいだろうか。

たしかに，鈴木一岩田理論には，一貫して宇野氏に対する一定の批判がつ

らぬかれてありながらも，それが，ある面では宇野理論の方法をむしろ極限

化しているために却って多くの宇野理論にもみられない論理矛盾または論理

飛躍がそ乙にあらわれ，問題提起のするどさを部分的にはもちながらも，一

層観念的な世界資本主義論などを生み出すに至ったことをわれわれとしては，

無視するわけにいかないといえる。そして，このような誤りは，われわれの

考えると乙ろによれば，両氏が，もともと対象の反復的側面と，変質的歴史

的側面を観念的に分離することとともに成立つ宇野経済学独特のれいの原理

論の流通視角を基本的に継承しながら，その方法にとってはいわば必然的な，

原理論と段階論の分離にのみは反対するという極めて一貫しない立場をとら

れ，しかも，そのような矛盾した立場を，奇怪な論理の「溶解」によってい

わば呪術的に解決しようとした乙とにもとづくといってよい。

さらにまた，この両氏とりわけ岩田氏において展開された，現代帝国主義

論については，いくつかの極めて部分的に示唆的なと乙ろが全くないわけで

はないが，基本的にはなお社会科学的ににつまった議論になり切っていると

はいえず，そのために現実にも，極めて危険な混乱をもたらすことになった

ことについては，卒直l乙指摘しておかざるをえない。

だが，かかる諸点、にまたがる鈴木一岩田理論の検討は，本稿の当面の課題

の外にある故，その点l乙関わる議論は，ここでは省路せざるをえず，さしあ

たりは，もっぱらこれらの理論のうち，金融資本の問題に関連するところに

限定して検討評価するにとどめるとすれば，そ乙では，他の領域においてと

はやや異なった評価が両氏の議論に対して行なうことができると一応いって

よいだろう。

なんとなれば，さきに紹介したと ζろにj自らしてみる限り，岩田氏などの

そした問題についての宇野批判には，明らかに宇野氏の議論の一面性や弱点
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をついたものがあるのであり，乙れらの点に関する限りでは，少くとも宇野

氏に比較する限りでは若干の進展すらあると思われるからである。

第ーに，宇野氏の株式会社機能論がもっぱら，社会的に蓄積された資金の

資本家社会的な集中動員の機構である点Iζ限定される傾向をもっているのに

対し，岩田氏が，株式会社の資本が決して，宇野氏のいうように単純に，大

株主と小株主に分けうるのでなく，むしろ申心的な利害関係者の共同出資的

統合がかかる株式会社資本のケノレンであることを示した上で，集中合併の槙

粁であることこそが株式会社の機能の中心であることを明らかにし，同時に

字野氏がヒノレファデイングとともに産業資本の貨幣資本化という燦制的な形

態に幻わくされて，もっぱら貨幣資本の産業資本化によって，帝国主義時代

の特殊性を把握し，乙れによって銀行の役割の過大評価におち入っている側

面については，宇野氏ばかりでなく，従来とかく，株式会社の資金あつめ的

な側面が一面的に強調される傾向があったのに対し，軽視乃至無視されがち

であった株式会社のより重要な側面にスポットをあてたという意味で充分評

価しうるものをもっているといってよい。そして， ζの論点は，後lこわれわ

れが展開する帝国主義の経済的本質に関する積極的議論にも一定の関りをも

っていることを，こ ζで特に付記しておきたい。

第二に，上のような岩田氏の議論が，そもそも，宇野氏の帝国主義論にお

いてほとんど全く欠落していた独占の復位をそれなりにはかったものである

乙とは充分にうかがいうるのであり，この点もまた宇野氏の議論よりも一歩

進んだものとして評価してよさそうである。

だが，以上二点にわたる積極的評価が一応下しうるとしても，乙れによっ

て，岩田氏等が，宇野氏の形態至上主義的方法を完全に脱却したとか，ある

いは，独占の復位を完全にはたし，しかもそれと株式資本の内在的関連を全

く明らかにし，それによって遂にレーニン理論の補強整備をも果しえたとは

到底いえず，むしろ基本的にはなお致命的な欠かんをもったものであり，し

かも他面では宇野氏の議論にもみられない新たな誤びゅうすら犯すに至って

いることを，やはり認めないわけにはし、かなし、
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とりわけ，問題の核心であるべき独占の復位については，それを全うせん

とする岩田氏の意図は一応理解できながらも，それがなお極めて一面的で静

態的な独占把握にとどまっている ζ とについて注目を換起しておかないわけ

にはいカ〉なし、。

なんとなれば，岩田氏による独占とは，要するに「いくつかの年産過程に

投下されている現実資本一一産業資本一ーを社会的貨幣資本 擬制資本ー

の形態をもって統活する巨大産業会社の成立なのであり，またそうした巨大

産業会社による市場の独占的分割とそれにもとづく資本家的再生産過程の支

配J38)にすぎないのであるからである。(もとより岩田氏は，ここに引用し

た個所以外に，独占について語っているが，それらの主旨は概ねここにあげ

たものと共通している)，たしかに，乙乙にあげた岩田氏の指摘が完全にま

ちがったものともいい切れないかもしれない。しかし，仮にそれ自体として

誤りではないにしても，乙のような独占担握が，独占についての真実のほん

の一面についてふれているにすぎず，われわれがさきに第 2節で示したよう

な，市場，労働力，植民地，原料，政治権力といった多面的な具体的関連す

べてに貫徹されるべき，独占支配を志向する独占資本の運動性を事実に即し

て綜合的動態的に把握しているものとは到底いえないことをこ乙に強調して

おく必要があろう。

なおまた，上にみた岩田氏の独占把握が，もっぱら，産業資本の巨大会社

化という，いわば量的な巨大化に大きなウエイトをおいてる点にも，注目の

必要があろう。これは，要するに資本の運動の質的新しさに即して考えられ

る九き，l:Eしい独占理解に対して，もっぱら，固定資本の巨穴化による資本

の巨大化という量的な理解をおきかえるものであり，方法論的にも宇野氏に

も明白にはみられないような極めて大きな難点をもつものといわねばならな

いだろう。

とくに，乙の点については，氏が，さきにわれわれが氏の金融資本論とし

て要約した①にみた如しもっぱら，固定資本の巨大化という量的な新事態

に直接つなげて，生産力と生産関係の矛盾を資本主義内的に解決できなくな
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る(つまり過剰資本の処理ができなくなる)，と論じられた方法とも相通ず

るものであり，氏の議論に散見される極めて大きな特徴ともいってよかろう O

そして，この後者の点については，何故に資本の量的拡大によって資本破壊

に耐えられなくなるのか，その必然性がさっぱり説得的に理解されえないこ

と，いいかえれば，量の大小とは本質的に相対的なものであり，そのいみで

仮に自由競争段階においても，その段階の歴史的規定性のわくのなかで，少

くとも資本の主観においては，破壊に耐えられないような固定資本の巨大性

が感ぜられるはずであり，そうした状況と，重工業における固定資本の巨大

さとを，資本破壊に耐えられるか否かとの関連で如何ようにして区別しうる

のかという根本的な疑問を，われわれとしてはなげかけないわけにいかない

のである。

もとより，われわれとしても，帝国主義の時代に入って，不況j切における

資本破壊を回避しようとする独占資本の特徴的な新しい傾向そのものを否定

しようとするものではない。

しかし，そのような傾向が如何にして必然化し，如何にして可能となるか

は，決して岩田氏の如く，固定資本の巨大さから直接に説明されるべきもの

でなく，われわれが後述するような，新たな矛盾性の発生を基軸に説明され

るべきものである。券

*われわれはこ乙で，所謂「量的変化から質的変化への転化の法則」を否定するもの

でない。ただ，固定資本の巨大化や，生産の集積といった量的変化が集中化，独占

化，株式会社化といった質的変化に転化する場合，その屈の転化l乙多かれ少かれ飛

躍が認められるからといって，そうした飛躍的転化を説明すべき論理に飛躍があっ

てはならないこと，いいかえれば転化自体が論理的納得的lζ説明されるべきである

というのがわれわれの主張である。

ととろでいずれにしても，岩田氏の独占理解には上述したような一面性の

ある乙とはいまや疑いえない。

しかも，われわれとして，乙の節の最後に強調しておきたいことは，この

ような岩田氏の一面化が，やはり氏が宇野氏の株式会社中心主義即ち形態主
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上主義を基本的には継承したためラ若干の経済的内容にあらためて言及する

乙とによって，わずかにいちぢるしい形式至上主義を脱したとはいえ，なお，

株式会社を基軸として，そ乙から独占を導き出そうとしたととに起因するも

のであることは，もはや疑いえないということであろう。

われわれの考えによれば岩田氏は，乙こで株式会社の経済的内容として，

氏自身が示された，生産過程における資本統合という乙と自体の意味をさら

にほりさげ，かかる統合に形態的保証を与える株式会社形式をー且はなれて，

その先を一歩すすまれるべきであった。そのような一歩は結局後段において

われわれが示すことになるが，岩田氏としては，乙の一歩を株式資本規定と

いう宇野理論内的議論に拘束されるなかで，ふみ出しきれなかったために，

結局宇野氏同様，レーニンの悪しき修正にとどまるに終ったというのは，決

してわれわれの言いすぎではないとわれわれとしては考えざるをえないので

ある。持

*星野中氏は，鈴木ー岩田両氏のかかる問題点について，両氏の研究が I乙れまで

のととろ，金融資本確立までの過程に主力がそそがれていて，確立した金融資本が

資本市場を中心としてどのように再生産過程を編成していくかについては，いまだ

本格的労作l乙接していないのである。それゆえ，われわれは， I独占」が「資本市

場」とのかかわりにおいてどのように位置づけられているかをみる乙とによって，

金融資本の再生産機構にかんする両氏の見解の一端にふれるにとどまらざるをえな

い」とした上， I岩田氏の規定においては，独占がより積極的K位置づけられてい

る」のだが I独占のζのような位置とミ金融資本の一般的規定ミが、株式資本、

であるとととのあいだでどのような関連があるかについて，氏はなんの説明もあた

えていられない。それゆえ，われわれとしても，より積極的という以上の評価をな

しえないのであるJ(以上星野中前場論文より)と書いている o

乙れは，われわれより，やや鈴木一岩田理論に，同情的な評価であるが，やはり，

われわれの指摘したのと同様の問題点を消板灼に示しているものと考えられる。

34)星野中「世界資本主義としての帝国主義論J(同志大学人文研究所「帝国主義の

方法」所収)

3ラ)乙の筒所での引用はすべて，岩 111弘著「世界資本主義」未来社 1964年 235~239

頁。

36)この箇所での引用は，同上 239~2ラO頁及び263~2ïO頁。
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37)乙の箇所の引用は，向上 257~258頁。

38)向上， 269頁。

4 

以上において，われわれは，宇野経済学と，その内部から出た批判者とし

ての鈴木一岩田理論の帝国主義論に対し批判的検討を加えてまた。そして，

そこからこれらの諸説が，結局，帝国主義の経済的基礎を，もっぱら帝国主

義の形態的な特質である産業株式会社に求め，その乙とによって，帝国主義

においてもっとも本質的なものとしての，資本の独占的運動原理をほとんど

欠落させ，あるいはせいぜいそのようなものの一面的静能的把握にとどまっ

たことにこれらの理論の共通する致命的欠かんがあることをみてまた。

ところで，われわれは，かかる字野経済学に対して方法的にするどく対決

する別の流れの経済学者たちの周知の如ぎ全く異質の帝国主義論にもふれて

きており，しかもそれらにおいては，まさしく独占の強調が主軸となってい

ることを知っている。したがって， ζれらはわれわれの見解と少くとも基本

的な点では一致しているといってよいだろう。

だが，それにもかかわらず，かかる従来の反宇野経済学的帝国主義論にお

いて，普通中心的強調点とされている次の点についても，われわれとして，

やはり根底的な疑問のあるととを乙とに卒直に指摘しないわけにはいかな

い。

すなわち，乙れらの帝国主義論においては，大体において競争と独占の

矛盾あるいは自由競争と独占の矛盾といったことが帝国主義の主要矛盾とさ

れているのだが，われわれとしては，乙のような帝国主義の基軸の把握には，

やはり致命的なあいまいさと欠かんを感じないわけにはいかないということ

である。持

*たとえば，南克己氏によれば， r r競争と独占の矛盾」 ζそ，乙の段階の資本主義
を全体として特徴づける主要な矛盾にほかならないJ(傍点原文返り〉とされてい

る。(南克己， r資本論体系の発展としての『常国主義論JJ (マルクス経済学体
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系E 有斐閣所収〉なお，乙れと同様の表現は，古川哲若， I危機における資本主

義の構造と産業循環J 1970年13頁等にもあり。

第ーに，少くとも「自由競争と独占の矛盾」という場合には，これを所謂

弁証法的矛盾律の基軸としての矛盾，いいかえれば，なにがしかの運動を必

然的にもたらすべき原動力としての矛盾として考えるには根本的な難点があ

ることを強調しておかねばならない。

たしかに，自由競争と独占とは，互に排除し合うものであり対立するもの

ではある。

だが，厳密な意味での自由競争とは，歴史的には19世紀後半に至るまでの

資本主義に，しかも，とりわけイギリス資本主義にみられたのであり，反対

に独占とは19世紀末より今世紀初頭にかけてはじめて自由競争の否定のうえ

で，主要資本主義国l乙確立したものである。したがって，両者は，どうみて

も，一つの生きた現実的な過程性のなかに，いわば内面的な交渉関係をもち

ながら共存し，しかもそのなかで対立し合ったものではないのである。した

がってかかるものを，われわれは弁証法的矛盾律の原動力としての「対立物

の統一性Jと認めるわけにはいかなし、。

周知の通り，経済学ーとりわけ資本論研究ーにおける，そのすぐれた哲学

的基礎づけにおいて著名な見回右介氏によっても， Iもしたがいに否定しあ

う対立的な規定が一つのものに帰属するなら，それ乙そ現実的な矛盾である

か，あるいは論理的矛盾であろう。だが乙のように対立物が別々のものに配

分されるなら，これは補足しあうだけで，矛盾するわけはない。 J39)とされ

ている o もちろん，こ乙で見田氏が「このように」といっているのは，原著

における前後関係では，価値形態論における両極の乙とであり，われわれが

いま問題としている自由競争と独占ということではない。だが乙のようなこ

とは，弁証法的矛盾律をみる場合，いわば，原則的な点であり，当然ここで

論じている問題にもあてはまるとしないわけにはいかない。

すなわち， くりかえしていえば，そもそも上述のようないみで「一つのも

のに帰属する」 ζとのない自由競争と独占ということを，現実的矛盾としP
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それを基軸として帝国主義を考えていくことは根本的に誤っており，せいぜ

いかかる対立は，特定の迎動性を直岐ひき出すこととは関連しない，いわば

見田氏のいう抽象的対立のーっとして考えられるべきである乙とをここに強

調しておく必要があるのである。

もちろんいうまでもなく，自由競争と独占の対立と抗争ということも，た

とえば，自由競争時代から独占時代への移行期一過渡期においては一定限度

認められうること，器 あるいは，自由競争から独占への転化がヲ所謂弁証的

発展における否定物への転化であることをもわれわれは否定するものではな

し、。

*かかる過渡期における自由競争主義者と独占主義者との対立の一例と思われるもの

として，レーニンは，ヤイデjレスの引用によって，銀行の重役陣における，保守主

義者と産業への干渉主義者間の「業務上の対立」と「人的対立」についてふれてい

る。 CI帝国主義J258頁。〉

だが，前者については，そうした対立物の統ーとしての，一つのものへの

帰属が，まさに過渡的一時的なものにすぎず，これに反してとりもなおさず

独占の確立とは，自由競争の消めつの上に乙そはじめて成立ったものである

とと，したがってそうした自由競争と独占の矛盾を，確立した独占資本主義

の主要矛盾として考えられることは到底不可能であることが正しく理解され

る必要がある乙と，また，後者についても，それが弁証法的発展にとって重

要なー側面をあらわしてるとはいえ，それは所謂矛盾律における運動の原動

力そのものとしての矛盾とはまた異るものであるととに留意される必要があ

るといえよう。

なお，かかる主要矛盾を帝国主義のなかに設定する論者おいては，実は，

多かれ少かれ混同があるのだが，われわれが上にみたような，厳密な意味での

「自由競争と独占の矛盾」というととと，かかる自由競争に限定しない，む

しろそうした自由競争を除いた「競争と独占の矛盾」ということは全く異る

とと，したがって後者の矛盾性については，われわれとしでもあらためて問

題としなければならないことは，こ乙にことわっておく必要がある。
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すなわち，独占はそもそも競争一般を排除しうるものでなく，仮に独占資

本主義であっても自由競争でない競争の存在もないとすれば，これはもはや

資本主義たりうる乙ともないと考えられるからである。

ととろで，それでは，このような「競争と独占の矛盾」について，われわ

れはそ乙に対立物の統一性を見4且かかる意味で弁証法的矛盾律を見，しか

も，そ乙に独占資本主義をしてまさに独占資本主義たらしめる段階的特殊性

の源泉を認めることがはたしてできるであろうか。乙の設聞に対して，われ

われの結論をあらかじめ先取りしていえば，たしかにそこには矛盾性が一応

認められ，しかもそれとの関係で，一つの運動性の必然的発生の如きものを

認める ζとができなくはないが，とれをして独占資本主義二帝国主義の主要

矛盾とするにはなお根木的な難点があるということであろう。

もちろん，独占とは，本来完全独占ではありえず，したがってそれ自体一

定の競争関係をはらんだものであり，反対にととでいう競争とは，自由競争

ではないいわば独占的支配関係の一定の存在をはらんだ競争でしかない。し

たがって「競争と独占の矛盾」とは ζの場合，r独占をはらんだ競争と，競争
をはらんだ独占の矛盾」という乙とであり，矛盾の両極はいわば同じ ζとの

別種な表現にすぎぬものあり，そのような意味で到底対立物の統一性とは考

えられないかのようである O だが，考えてみれば，すでにみた如く，独占と

はたしかに競争を排除しえないながらも，少くとも競争を排除する ζとによ

って自らの絶対的支配を確保しようとする資本の運動性をあらわすものであ

り，かかる運動のなかにある資本と，資本主義である限りは打ち消し難いも

のとしての競争との聞には明らかに一定の斗争関係がさけられず，しかもそ

のような斗争関係は，独占資本主義という一つの有機的過程性のなかで，時

には独占資本とアクトサイダーの対立として，また時には独占資本と，中小

資本の対立としてまさに主休的に肉づ、けされた現実的対立となってあらわれ

ざるをえないことは疑いえない事実といわねばならない。

だが，そのような，明白な現実的矛盾性を「競争と独占の矛盾」というと

ζろに認めえたとしても，なおF 乙れをp 帝国主義の主要矛盾とするわけに
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はいかないととを次のような諸理IJ:Iにもとづいて，われわれは，指摘してお

かねばなるまい。

第;ーに，この矛盾が，現実的なものとして帰属すべき対象としての過程性

は，すでにみたように，あくまでも，独占資本主義の総過程性でしかありえ

ず，そのようないみで，乙れは，経済過程にとってもっとも基底的な生産過

程に直接密着したものとはいえないことである。もちろん，特殊局面にある

資本主義の特殊性を規定する主要矛盾的なものは，本来いわば，資本主義一

般に関するより根底的なものとしての資本主義の基本矛盾よりも，階層的l乙

低次元のものであるべきであり，そのような観点からすれば，帝国主義の主

要矛盾も直接生産過程の各所にあらわれるものとしての資本一賃労働聞の矛

盾とは自ら異ったあらわれ方をしてもよいといえよう。だが，われわれが次

節以下で展開する如く，たとえば現代帝国主義-の特殊性を規定する矛盾につ

いては，かかる生産過程の密着からの離反がありえても，帝国主義の主要矛

盾は，やはり，なおより生産過程に密着したものであり，またそれだけのウ

エイトをもったものと考えられねばならないとわれわれは判断しており，そ

のいみで「競争と独占の矛盾」よりなお適切な主要矛盾設定が可能であると

われわれは考えるものである。

第二lと，所謂「競争と独占の矛盾Jなるものが，読んで字の如く，独占そ

れ自体を矛盾の一方の極に入れたものであり，そのいみで，独占をいわば前

提したものであるということが，かかる矛盾を帝国主義の主要矛盾として設

定する議論の次の難点として指摘しておく必要があろう。

なんとなれば，既に，再三指摘している如く，われわれによれば，独占と

は何よりも，具体的諸側面における支配の貫徹をめざす資本の運動性の新た

なありかたこそが，帝国主義段階を特徴づ、ける根本的な点なのであり，した

がって帝国主義を規定すべき，主要矛盾の如きものを，もし考えるとすれば，

あくまでもこのような根本的特徴としての独占的運動原理の基礎となるべき

現実的な対立関係が，考えられねばならず，その乙とをおいて，あらかじめ

独占を前提するとすれば，そこでは，独占段階を特徴づける一種の派生矛盾
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の如きものをつかみえても，なお問題の本質的なと ζ ろは未解決であるとい

う他はないと考えられるからである O

たしかに， r競争と独占の矛盾Jも総過程性にflllしたものながらも，やは
り一つの現実的矛盾であり，そ ζから，たとえば不均等性不均質性や，資本

主義の腐朽化といったことを，矛盾の必然的結果として，ひき出す乙とはあ

るいは可能であるかもしれない。

だが，仮にそうしたととが可能であっても，こ乙からはいま一つ次のよう

な，との種の議論の第三の難点ともいうべきものが，余犠なくされるという

乙とができるのではなかろうか。

すなわち，この種の矛盾から，たとえば，不均等性を導き出し，とれによ

って，帝国主義国の不均等発展を導き出し，それと直結させて帝国主義戦争

の必然性を導き出す乙とが，これらの論者によって，非常にしばしば見られ

るのであるが， ζのようなみかたは，まさに帝国主義段階に特殊なものとし

ての帝国主義世界戦争の必然性をも，また，わい小化して誤り理解するもの

といわねばならないからである。

なぜならば，そもそも資本主義国閣の不均等発展の如きものは，まだ国家

とか国際関係が登場しないより抽象的な認識段階における，利潤率の均等化

の如きものが，まさに「競争と独占の矛盾J~とよって阻害されるといった問題

とは，そもそも異質のことであり，マルクスが，これを経済学批判体系プラ

ンに沿って果し終えなかったとはいえ，むしろ，根本的には，資本主義一般に

おいて常に認められうべきととと考えられるのであり，そのような資本主義

の一般性に関るととが，たしかに，帝国主義戦争の必然性に関連するー側面

であるとはいえ，決してこのような資本主義にとって一般的なものとしての

不均等発展のみから帝国主義戦争の必然性を解明することは，極めて無理の

多いことと考えざるをえなし、からである。

むろん，乙の点についても，資本主義に一般的なものとしての不均等発展

と，帝国主義におけるそれとは，なお質的に異なるのであり，したがって帝

国主義戦i争に対しでも，特別の関りをもちうるものとする議論があるいは不
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可能でないかもしれない。だがわれわれが知る限り，このような点に関する

説得的な議論を，かかる論者から聞くことは，いまのと乙ろまだできていな

い。そればかりか，たとえばこの点を説得しようとした古川哲氏40)の議論な

どは，もろもろの重要な要素をあらかじめ，恐意的l乙捨象した上で，モデノレ

論的lζ論理を展開したものであり，方法論的にも極めて問題の多いものとわ

れわれは|析ぜざるをえないのである。

39)見回石介著「資本論の方法」弘文堂 1963年 167頁。

40) 古川哲前掲書 46~51頁。

ラ

(1) 以上，三節にわたって，われわれは，宇野経済学系の帝国主義論と，乙

れと対決する立場にある諸氏の帝国主義論の中心部分をとりあげ，とれらを

検討するとともに，それらの議論の難点に対して根本的な批判を加えてきた。

そして，そうした批判は，たしかにわれわれにとっては致命的な重要性を

もったものであった。

だが，だからといって，これらの議論が，それなりに，古典的な帝国主義

論で未解決な部分の，補強整備をねらったものである ζ とについては，われ

われも(そうした主張が発生する必然性を理解するとともに)一定の評価

をj昔しまないものである。

すなわち，前者一宇野経済学ーについては，それが，もっぱら株式会社制

や金融資本と，帝国主義の全関連との一貫した論理による結節をめざした努

力そのものについては，仮にそれが終局的にはi株式会社形式を基軸とする

逆転した帝国主義論に後退し，且独占の正しい把握と理論内への組み入れに

失敗したとはいえ，一定の意義が認められてよいといえよう。

また，後者については，それが，ともかく一つの主要矛盾の設定にふみ切

っていったことは，仮にそのような主要矛盾そのものに難点があったとはい

え，方法的には，商く評価されてよいといえよう。とくにわれわれとても，
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帝国主義の真に体系だった理解をものにするには，基底となる主要矛盾から

発する一本の糸による，論理の貫徹が極めて重要であることを積極的に認め

るものであり，レーニンにおいて，なおそのようなかたちでは，理論が完成

されていない点、勢にかんがみ，このような理論的努力の方向は，文字通り正

統な古典の補強整備の方向性に一応かなったものとさえいってよいのではな

かろうか。

*競争と独占の矛盾性についてレーニンも，ふれているが，明確に矛盾という乙とば

をつかっているのは，わずたであり，しかも，その場合も決して帝国主義の主要矛

盾とはしていない。

だが，そうした再評価を，さきの根本的な批判の後に敢えて行なうとして

も，もちろん，われわれのさきの批判はそのままの乙らざるをえない。しか

し，まさにこのような再評価がなしうるだけに，われわれの批判的主張を，

真に責任ある形で貫徹するには，かかる先行者の努力を結果的に止揚しうる

ようなかたちで，われわれ自身で，古典の補強整備をめざす乙とでなければ

ならないと思われる。そ乙で以下，かかる観点で，われわれの帝国主義理解

の骨子を示しておくことにしよう。

(2) すでに本稿冒頭でも示した通り，レーニンの考える帝国主義において，

もっとも基底的なものは I生産の集積と独占」であった。しかも乙乙で，

生産の集積とは，独占を必然的にもたらす契機として，とりあげられている

のであり，直接に帝国主義の経済的基礎となるべきものは，いうまでもなく

独占そのものであった。

だが，もちろん， レーニンにあって生産の集積は，独占をもたらす決定的

契機とされていたのであり，そのいみで，独占と並べて，第ーにとりあげら

れるべき重要性をもつものであった。乙の点は，たとえばレーニンが I例

外的に正直なーブノレジョワ経済学者」ハイマンが独占の事実について正しい

指摘を行ないながら Iドイツ工業が高い保護関税で保護されているため，

彼がドイツをまるで特別あつかいにしていること」にあらかじめ注意を換起

した上でI r自由貿易関であるイギリスでも集積はp いくらかおくれて，ま
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たおそらくは別の形態でではあっても，やはり独占にみちびつつある J41)(傍

点は原文通り)とし，且「乙乙では大工業における独占の発生にたいする集

積の影響は，結晶体のような純粋さであらわれているJ42)というへjレマン@

レグイの表現を引用していることからも理解される通り，彼にとっては，独

占の発生にとって，個別的な諸国の特殊条件をのりこえた普辺的な意義もっ

た本質的な契機とされていることからも明白であるが，それ以上l乙帝国主

義論の記述そのものが，生産の集積にかんする各国の事実指摘に始ることに，

より明瞭に出ているといってよいだろう。

だが，乙うして，生産の集積からの独占の発生が，レーニンの決定的な出

発点であったとと自体は，いまや明白であるにもかかわらず，何故に生産の

集積が，独占をもたらすかについては，著名な次の記述をのぞいてあまり詳

細にはかれ自身によって展開されていないのである。

すなわち，レーニンによれば rこのことからして集積は，その発展の特
定の段階において，おのずからいわばぴったりと独占に接近してくる，とい

うととがあきらかである。なぜなら，わずか数十の巨大企業にとっては相互

のあいだの協定に達することはたやすいし，また他方ではまさに企業の規模

が大さいという乙とのために，競争が困難となり，独占への傾向が生みださ

れるからである」とのみ，どく簡潔に乙の辺の関連が記述されているにとど

まるのである。

もちろん，上掲の記述から，たとえばカルテノレ的協定が，生産の集積の進

展によって容易となることはあまり無理なく理解しうる。だが，われわれも

再三指摘した如く，独占とは決して，カノレテノレ的協定関係にのみわい小化さ

れるべきものでなく，まさに多面的な具休的関連を通しての，独占支配をめ

ざしての，資本の運動原理でなければならず，そのようなととこそ，実はレ

ーニン自身が帝国主義の全体を通して強調しているものとわれわれは考える。

そして，独占をとのような動態性と綜合性においてとらえる限り，レーニ

ン自身による上掲の記述は，決して，独占の全関連を，生産の集積の必然的

結果として，充分に説得的l乙示しているとは考えられず，とりわけ，企業の
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大きさだけに依拠しようとする後段部分については，大きな難点を感じない

わけにいかない。

要するに，以上より，生産の集積が，如何にして独占の発生を必然化する

かをより説得的lζ説明することが，レーニンの補強整備にとって，ひとつの

さけることのできないポイン卜であるとわれわれは考えざるをえない。

そして，われわれのさらに考えるところによれば，このような生産の集積

からの独占の発生の必然性をつなぐ媒介項は，やはり，生産の集積によって

必然的にもたらされる資本の集中をおいて他にないといえよう O すなわち，

生産の集積のいちぢるしい進展によって，個人企業的蓄積による対応が限界

にたっし，こ ζから不可避に出てくる資本の集中こそが，独占の迎動原理を

もたらす，決定的な基軸とならざるをえないということである。努

*生産の集積が必然的に資本集中をもたらすとするこの部分ーそれ自体量的変化から

質的変化への転化をあらわすー論理は，別ないいかたでは，生産の集積が，資本の

集積をのり乙えてすすむとと，したがって，生産の集積度と資本の集積度の対応，

均衡がくずれ，その矛盾を解決するものとしての資本集中が不可避であるという，

風にも説明されえよう。したがって3 このようないみでの生産の集債の進展はやは

り一般的ないみでのそれではなく， 19世紀後半における重工業の発展といった歴史

的に時定された時期のそれという乙とにならざるをえない。(乙の点について，た

とえば資本論第三巻に付加されたエンゲ、Jレスの補遺参照)

もっとも，このようにして，独占の発生に対する基軸となる資本の集中に

ついては，資本主義に一般的にみられるべきとりわけ自由競争時代には

恐慌期にみられたようなものも含んで)資本の集中とは，次のような点で基

本的l乙相違することが留意される必要があろう。

第一l乙，乙乙でいう資本の集中にあっては，所謂資本主義一般にみられる

べき資本集中において考えられるような強い資本による弱小資本の完全な吸

収とちがって，あくまでも，集中される諸資本が，それぞれある程度の自立

性をのこして統合し合併することでなければならないことであろう。

もっとも，乙のような資本の統合であっても，現実には，統合する資本の

いずれかに，集中のヘゲモニーがにぎられ，これに対する他の資本の関係は
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時として一種の吸収となるばかりか，ある場合には，かかる吸収をうける資

本がこれを契機に産業資本としての自立性を失ない，たんに保有有価証券に

対する配当の分配をうけるにすぎない寄生的なものに転落することもありう

ることはわすれられではならない。

だが，このような場合とても，要は統合に関連する資本が，何らかのい

みで資本としての自立性を，別なかたちであっても回復すること，したがっ

て，岩田弘氏などのいう，所謂 E共同出資主的なものとしての統合がこ乙に

認められねばならないということであり，そのような統合であってこそ，後

述するように，はじめて真に独占的な資本運動の基軸たりうると考えられる

のである。

もっとも，かかるいみでの資本統合は，何も，独占段階への移行期におけ

る生産の集積とともに，不可避的に発生したのでなくヲそれ以前でも，貿易，

金融，保険，鉄道等の分野では，かなり広般にみられたことは，たとえば，

ζれら領域における株式会社の早期の発生と，その実態をみるなかですでに

明らかにされている通りである。したがって，またわれわれも，独占の発生

に直接につながるものとしてのかかる資本集中について，さらに第二の点と

して，次の点を条件として付加しておく必要があろう。

すなわち，上記のようなそれぞれの資本の自立性を維持したままの資本の

統合なり集中が，とりわけ重工業を中心とした産業部門において一般的に普

及してくるということである。なお，このような但し書は，もちろん上記の

ような非産業部門における，われわれの示す如き資本集中の歴史上における

先行的発現ということに関して確認されねばならないのだが，乙れと同時に，

そうした資本集中であってこそ，はじめて生産過程l乙密着した，そのいみで

資本主義経済にとって実質的意味をもつべき変化をあらわしうるという点が

特に合わせて，注意される必要があるといえよう。

さて，生産の集積が個人企業的蓄積能力の限度を越えて行なわれた結果，

上記のような資本主義一般にみられるのと異なった，まさしく独占段階への

移行期以降において特殊なものとしての資本集中を不可避にするとすれば，
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では， ζのような資本集中が何故に独占的運動性を資本l乙必然的l乙付与する

乙とになるのであろうか。との点は，おそらく，われわれの議論における核

心といえるのだが，まず答えるべきポイントを要約的に示せば，次の立IJきも

のとなろう O

すなわち，さきにみた松な生産の集積によって出てくる資本集中が統合さ

れる資本の自立性を維持したままの資本統合である以上，その結果は，当然

に単一の生産過程を基礎とした自立的で対抗的な資本の並存をもたらし，そ

の限りで，そこには明白な対立物の統一性としての新たな現実的矛盾性が生

れること，しかも，乙の矛盾に伴うところの新たな不安定性乙そ，かかる統

合資本をして，独占的な支配の貫徹をめ芯す運動lこかりたてることにならざ

るをえないということである。

もっとも，ここで出てくる対立性なり斗争関係は，たとえば，資本主義に

とってより本質的なものとしての資本一一賃労働関係の如し生産手段との

関係における支配と疎外という，質的な深さをもった対立関係を含むもので

はない。

だが，そうした質的深さをともなわないものであっても，自立的な資本相

互聞の関係がそれぞれに私的利潤の追究をめぐって激突し，立に排除し合う

斗争関係である乙とは否定すべくもなしさればこそ，自由競争の時代には，

かかる資本聞における自然陶汰が，資本主義を特徴づける一つの核心的な要

素となったのであった。

しかも 3 ここでは，自由競争の支配的な11告代とは司王仙の般本的相違が認め

られる。つまりョかかる斗争関係にある資本が，いまや単一の生産過程を基

礎に統合されることとなった。そして，そのようないみでこそ，それは「資

本主義的生産様式そのもののなかでの資本主義的生産様式の廃止J43)となっ

た。だが，かかる資本主義的枠内における資本主義の止場なる事態が決して

それ自体安定的でありうるはずはない。

より直接にいえば，いまや単一の生産過程の上にある自立的で対抗的な

資本の斗争関係は，かつてそうでありえたように，ーブjの資本による他ブJ
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の資本の制はによって終りうることはなくうかえってそのような斗争は，双

]1の資本を共lζ傷つけることになりかねえない。だが，それにもかかわらず，

そこにあるのがそれぞれ自立的な資本である以上，斗

えない。

かくて，かかる斗争関係のなかで，なお資本が所r;月号七倒れミ l乙ならない

ためには，統合資本それ自体が，如何にしても破壊される乙とのないような

絶対的安定性が要請されざるをえなくなろう。そして，まさにこのような絶

対的安定を求めて，統合資本は，それの関連する具体的諸関連のすべてを通

して，統合資本外のものを排除し，支配を確立するための，文字通り独占的

な運動に向わざるをえなくなるだろう O そして，乙のようにしてこそ，独占

資本にとって特質的な，市場独占，労働力独占，権力独占，植民地独占，原

料独占あるいは不況期における一居『の資本集中器等の必然性もまた統合資本

にとって真に不可避なものとなってくるという関連が明決に理解されうる乙

とになろう。**

*すでに本文から明らかな通り，われわれにあっては，宇野氏や岩田氏とちがって，

かかる資本集中をとりわけ不況期に限定する理由はない。だが，もちろん不況期に

あっての資本集中では，当然たんなる独占強化という乙とでなく，資本破壊から資

本をまもるという特殊な契機も加わっているとみなければならない。しかし，それ

も，たんに固定資本の巨大さによって資本破壊に耐えられないからでなく，独占資

本そのものに，資本の絶対的安定性を求める特殊な志向性があるからであるとみな

ければならないでろう。

判=われわれの，かかる議論に対して， たとえば，統合される資本が矛盾の両極を形

成する二つに限定されるものでないという反論がなされえよう。だが，資本の統合

において，仮に2つ以上の複数の資本が関連しでも，そ乙には自ら，主導資本と，

それと主として対抗する資本の二分化が起らざるをえず，イ山の資本は，そのいずれ

かに従属するものとならざるをえないだ、ろうととを指怖する乙とができょう。

(3) 上記において，われわれは，生産の集積一ーもちろん一般的な生産の集

積でなく，あくまでも19世紀後半におけるある具体的内容をもった生産の集

積であるが一ーが必然的にもたらす，産業部門における資本の集中，しかも

統合されるべき各資本の自立性がたもたれたものとしての資本の集中を見，
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ζ こに発生する新たな矛盾性としての新たな不安定性が必然的に独占的運動

を資本にもたらさざるをえないという関連を弁証法的に解明した。

そして，乙の乙との解明によって，帝国主義の経済的核心に関わる，われ

われの主張は，基本的にはたされた。

だが，最後に，上記のような核心の把握によってこそ，はじめて，帝国主

義を特徴づける他の諸関連も，一貫する論理体系のなかに全く包摂されうる

ということ，したがってそのようないみでも，上記のような理解が，古典的

帝国主義論の整備補強という点でー居決定的なものたりうる乙とについて，

二三補促しておかねばならない。

第ーに，上にみたような理解にたって ζそ，はじめて，独占と株式会社の

内在的関連もまたはじめて確実に理解されうる乙と，したがって，これは独

占の欠落によってもっぱら帝国主義論を株式会社論に後退させた宇野経済学

の行き方と 9 反対に「競争と独占の矛盾」を誤って帝国主義の主要矛盾とす

ることによって，株式会社の問題を，全くその帝国主義論から落してしまっ

た南克己氏や古川哲氏の誤謬をも，同n寺且積極的に克服しうるものであるこ

とを強調しておく必要があろう。

なんとなれば，上記のような，それぞれ自立性を維持したものとしての資

本の統合こそは，まさに株式会社形態によって，はじめτ可能となるのであ

り，さればζそ，株式会社，とりわけ産業株式会社が，独占的運動をもたら

すべき，帝国主義の真の主要矛盾を直接支える形態的形式的側面としての，

極めて重要な位置を与えられつることになるからである。

もとより，すでに明らかにした如く，帝国主義にとって，もっとも核心と

なるべきは，まえにみたような資本集中そのものであって，決して株式会社

形式にあるのではなし、。だが，だからといって，産業株式会社制には，これ

を帝国主義論の論議のうちから欠落させてはならないような，決定的な意義

があるのであり，そのいみで，産業株式会社制の普及をう帝国主義確立の一

つのメノレクマーノレとすることは，充分に可能である乙とを強調しておく必要

があろう。
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第二l乙，乙のような産業株式会社制の帝国主義にともなう必然性が，株式

発行業務等を通しての銀行の役割の増大に一定限度つながることは，やはり

認められるべきだろう。だが，こ ζで産業株式会社の中心は，岩田氏の宇野

批判にみられた如く，決して資金集中にあるのではな¥，あくまでも，資本

統合の槙粁たると乙ろにあるのであり，そのいみで，乙の面からする銀行の

役割の増大は，決して宇野氏が考えられた程でない乙とが留意されるべきで

あろう。

だが，かといって，銀行の役割を岩田氏ほどに過小評価する乙とも，また

問題があるとせねばならぬだろう。

なんとなれば，直接的な株式発行業務という関連ではなしもっと広般

な，いわば独占的支配をめざす資本の運動に全体として結びつくようないみ

での，銀行の金融力の新たな活用が資本の求めるところとなり，乙れを通し

て，銀行と産業の癒着の深化が，独占段階には，考えられねばなちなし、から

である。

4 第三lζ，われわれのような理解にたってとそ，はじめて，帝国主義戦争と

独占との必然的関りもまたこれをよく理解しうるものといえよう。なんとな

れば，われわれが上述した理解によって乙そ，植民地独占と，これを支える

ための植民地の軍事的政治的支配への権力の支持もまたはじめて，正しく理

解されるのであり，帝国主義戦争とは，まさにとのような植民地独占をめぐ

る列強の角逐が，地球の分割の完了の後に展開され，且，そ乙へ列強の不均

等発展という事態が重ってこそはじめて真に必然的たりうることが把握され

うるといわねばならないからである。 44)

41) I帝国主義J228頁。

42)向上 229頁。

43)マルクス， I資本論」第三部第27章大月書庖版④ララ9頁。

44)レーニン「第二インタナショナルの崩壊J，レーニン全集(大月害居)21巻 222

-223頁。
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(1) 前節までにおいて，われわれは，レーニンをはじめとする先行者の帝国

主義論の業績にに学びながら，同時に乙れらの議論で未解決な部分，または

難点のある部分を指摘し，これらを批判する過程で，われわれの帝国主義理

解の骨子を示してきた。

もとより，かかる帝国主義理解にも，なお多くの難点がの乙されていない

とはいえず，それらについて適切な批判が加えられるとすればむろん筆者と

して幸甚である。

だが，もし仮lこ，われわれの帝国主義理解が基本的に正しいとしても，こ

れをもって現代資本主義分析のための理論的武器のすべてが確保されたわけ

でないことは，冒頭に少しふれておいた如し現代の資本主義世界経済のお

かれた客観条件の変化を考える限り，否定しうべくもない。

すなわち，われわれとしては，より補強整備された帝国主義論を基礎にし

ながらも，なお進んで，変化した世界経済の条件のなかで付加して考えるべ

き諸側面を整理し，且かかるものを媒介として，帝国主義の本質が，如何に

発現するかを進んで究明しない乙とには，到底現代帝国主義論をはたし終え

ることは出来ないといっておかねばならない。

しかも，かかる方向へのわれわれの進路には，いままでと違って，次のよ

うな困難な条件のあることもまた認めておかねばならない。

すなわち，少くとも，帝国主義論の基礎がためという段階では，マノレクス

経済学において既に蓄積されてきた，多くの歴史的実証的研究の成果を，理

論的究明の基礎とすることがかなり出来たのに対し，現代帝国主義論の解明

の段階に進むと，われわれの依ってたつ基礎となるべき詳細な実証研究の成

果は，極めて之しいという事情があるからである。

もちろん現代帝国主義論の解明に対しては，現実に多くの期待があるので

あり，経済学の研究者が，上記のような事情の故に，かかる期待に背を向け

ることは許されないだろう。

だが，それにしても現段階でわれわれが，現代帝国主義論を行なう場合，
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それはかかる事情によって多かれ少かれ非常l乙仮設的なものにとどまらざ、る

をえないといえよう。

よって，以下，そのような仮説性を充分に筆者自身に含んだ上で，且研究

者外からの期待にも極力応えるべき筆者なりの積極性をもって，前節までに

みた帝国主義論理解を基礎とした現代帝国主義論研究の一つの仮説的議論を

付加しておくことにしたい。

(2) 周知のおiく現代の帝国主義を考える場合，その経済的基礎には，特に線

本的な変化がないにもかかわらず，それが置かれている客観条件に少からぬ

変化があり，それらのいわば外的条件の変化の規定を現代帝国主義が如何様

に受けているかが，一つのポイントとされてきた。そして，かかる外的条件

の変化のうちいわばこ大主柱となるものとして，社会主義世界体制の発生と，

植民地体制の崩壊が，指摘されるのが，ごく普通のいまかたであったといっ

てよいだろう。

なるほど，たとえば社会主義世界体制の発生は，たんに資本主義の世界市

場の一面における縮少を招いただけでなしそれの生み出した政治的条件を

適して，少くとも二次大戦前の一国社会主義の時期までには発生しえなかっ

た帝国主義同盟を必然化し，かかる帝国主義同盟の一環としての帝国主義国

聞における経済統合をもたらすなど，現代帝国主義を規定するうえで，重要な

役割をはたしたととは否定でまない。また，これと並んで，すでにロシア革命

後，あまり年を経ない両大戦間に，新しいいみでの国家の経済介入の増大一

国家独占資本主義化がはじまったことも事実である。(筆者としては，卒直

にいって，後者のような事実については認めながらも，乙のような側面にど

ちらかというと論議を集中してきた，従来の現代資本主義論については，方

法上も若干の疑問がなくはなく，また展開されてきた諸々の国家独占資本主

義論のそれぞれに，いくつかの批判点をもつものだが， ζの種の問題は，一

応本稿の課題からははずし，別の機会にゆだねることにしたい。)

とりわけ，今日における帝国主義同盟が，帝国主義国間の経済統合を一定

限度もたらし，且乙れら諸国経済の相互侵j査をも今日において深めつつある
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ととは，現代帝国主義を特徴づける，極めて重要な点といってよいだろう。

だが，仮に，このような経済統合の意味を考えるにしても，これを社会主

義世界体flilJの発生を契機とする政治条件によってもっぱら規定されたものと

み，しかも，その統合それ自体を， トータノレな世界経済の場においてのみ考

える従来の理解の傾向は，なお事態をあいまいにするものと考えないわけに

はし、カ)1.よい。

なんとなれば，乙のような帝国主義国内の一一とりわけ二次大戦後におけ

る一一一経済統合の問題を考える場合にも，上記のようなものよりはるかに具

体的で，且直接的lこ現代帝国主義を規定するものとして，植民地体制の崩壊

と，それによって余犠なくされるに至った，集団植民地主義=統合された後

進国進出としての，新植民地主義が考えられうるからである。

すなわち，二つの帝国主義戦争を経て，いまや，旧い植民地体制の，全般

的な崩壊が事実となり，これによって，単一帝国主義の植民地独占が事実と

して不可能となっている乙ととそ，現代帝国主義にとって，少くとも経済的

基礎にも直接ふれる重要な条件変化と考えられるのであり，これによって出

てくる現代帝国主義の現象面における不可避の変化を究明する乙となしには，

有効な現代帝国主義論は不可能であるといっても過言でないと考えられるの

である。

もっとも，上記のような新しい条件が生れたからといって，現代帝国主義

の帝国主義としての経済的基礎，なかんずく資本の独占的運動原理について

は，それをもたらす基礎としての資本の統合集中がある限り，基本的l乙変化

するはずはない。したがって，帝国主義国の植民地独占を志向する運動原理

自体は，現代においても，諸現象の基底にあるとみられねばならず，されば

とそ，後進諸国の一応独立した政治権力にたいしでも， 乙れを極力先進

帝国主義国のカイライと化そうとするなど，さまざまな政治的干渉が加えら

れているといえよう。 4めだが，こうした側面の存在にもかかわらず，今日の

後進諸国が旧植民地主義の時代に通例であったような，先進諸国への政治的

軍事的いみでの完全な従属を許さないζとはもはや厳然たる事実であり，そ
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の乙とに規定されて，単一帝国主義による単一後進国への植民地主義的進出

は不可能となった。そしてまた，これによって，複数帝国主義による後進国

への共同進出ともいうべき，日Fr調「集団植民地主義」が今日の帝国主義的対

外進出の一つの注目すべきf特徴となった。 (6)

ところで，乙のような新事態は，決して，たんなる現象面における一つの

新しさにとどまりえないだろう。

なぜならば， ζのような新事態は，互に柏民地独占への志向性を内在する，

したがってそのいみで相互に斗争的な本性をもった帝国主義国が，単一の有

機的過程性としての後進国経済のなかで，いや応なしに共存するととであり，

それ自体が新たな対立物の統ーとしの矛盾性であり不安定性となるととはい

まや避けられないからである。

もっとも，かかる新事態によって，排他的植民地独占の文字通りの実行の

なかで不可避であった，再分割斗争としての帝国主義的武力対立は，両大戦

において発現したようないみでは，発現しうる条件を失ったといってよいだ

ろう。

だが，乙のようなかつての帝国主義的矛盾の究板的発現形態が，発現の条

件を失ったととに代って，上のような新たな矛盾が発生するととにより，別

種の矛盾の発現形態が，生れざるをえないといえはしないだろうか。

すなわち，現代帝国主義においても，その経済的矛盾の激化の基礎となる

べき恐慌や，あるいは諸国聞の不均等発展が極限にたつするとき，上記のよ

うな，複数帝国主義国の集団植民地主義的統合のはらむ矛盾性は自ら激化せ

ざるをえず，それを通して，これら帝国主義国の共同した，経済的政治的干

渉の強化や，進出領域の外延的拡大のような行動が，武力的な形態で展開さ

れるなど，新しい形態での，矛盾の爆発が，どうして不可避でないといいき

れるであろうか。

なお，いうまでもないことだが，上記のような現代帝国主義に特徴的な新

たな矛盾性は‘帝国主義にとって全く内在的な契機によって発生したもので

なく，後進諮問の独立という，帝閏主義にとっていわば外的な契機によって
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強いられたものであり，また，矛盾が介在する場も，さきに，帝国主義にお

ける主要矛盾として考えたものとちがって，直接生産過程l乙足をおくもので

なく，いわば，そうした生産過程の基礎の上に成立つ，有機的過程性として

の後進一国経済である。したがって，こ乙でいう新しい矛盾性は，帝国主義

の主要矛盾よりも，いわば一段次元の低い場にあるのであり，決して前者に

とって代るべきものではない。また，もちろん，帝国主義の主要矛盾よりさ

らに高次な，資本ー賃労働矛盾や，生産力と生産関係矛盾の規定をうけるべ

きものである。

だが，そうした相対的低次元性をもつものであり，また，さきにみたよう

に帝国主義にとって，いわば外的な契機によって出てきたものであるとはい

え，なお，それが広いいみでは，帝国主義にとって内的なものから出たもの

であり，そうしたものとして決して相対的一時的なものともなりえないとい

う点が留意される必要があろう。

乙の点，われわれの見解は，たとえば，問題の出発点である後進諸国の政

治的独立と，それによる旧植民体制の崩壊をも，もっぱら社会主義世界体制

の発生と，それによる民族独立運動の激励といったものに帰する見解とは，

決定的に異なるといっておかねばなるまい。

なんとなれば，後進国の政治的独立への動きは，なんといっても，二度に

わたる帝国主義世界戦争と，そ乙 lζ現出した帝国主義世界体制の危機それ自

体を背景として，かかる限りで，広いいみでの帝国主義に内在する，直接lと

は植民地経済に内在する契機を主要な基軸として生まれたものと考えないわ

けにはいかないからである。

45)そうした実例については，たとえば J.ウオディス「新棺民地主義J1970年参照

46)かかる事実の一端については，たとえば， j:l¥稿「海外市場と戦後日本資本主義」

北大経済学研究15巻 1号 1965年




